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1　はじめに
学術論文誌「Synthesiology（構成学）」用語 1 は、個別要

素的な技術や科学的知見をいかに統合して、研究開発の
成果を社会で使われる形に構成していくか、という科学的
知の統合の実践に関する研究論文を掲載することを目的と
している。具体的には、研究の目標とその社会的な価値の
記述、そこに至るシナリオの明確化、そのための要素技術

の選択と統合、結果の評価と将来展開等を論文の中に記
述することが求められている [1]。これらの研究論文の蓄積
によって得られる研究の方法についての知識がさらなる本
格研究用語 2 [2] の実践につながり、それらの研究成果が社
会に浸透してイノベーションに寄与することができれば、新
しいスタイルの論文誌として大きな役割を果たすことができ
ると考えられる。イノベーション創出には要素技術がそれ
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2008年に創刊された学術雑誌Synthesiology（構成学）に掲載された70編の研究論文を対象にして、構成の方法論を分析した。その
結果、研究分野ごとに構成方法に特色があり、バイオテクノロジー分野やナノテクノロジー・材料・製造分野ではブレークスルー型の構
成に特徴があり、標準・計測分野で戦略的選択型が多いことが判明した。また、全体としては共通の構成方法として、本格研究におい
ては「技術的な構成」と呼ぶべきものの方法論が重要であり、その研究成果を社会に導入させて行くためには、さらに「社会導入に向
けた構成」と呼ぶべきものも連続して起こすことが特徴の一つであることが明らかになった。その際、前者においても後者においても
フィードバック・プロセスが見られるが、後者においては社会的試用によりフィードバック・プロセスを何回も回していくスパイラル・アッ
プとも呼ぶべきダイナミックな構成方法が観察された。
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だけで貢献するわけではなく、さまざまな領域の知識や要
素が相互に関連して行われるものであり、社会に導入され
るためにはこれらを統合して、具体的な技術として構成し
なければならない。そのために研究開発における構成の方
法論を明らかにしていくことは有益であると考える。

そこで、我々は、Synthesiology 1 巻 1 号から 3 巻 4 号
までの約 70 編の論文のうち、環境・エネルギー分野 9 編、
ライフサイエンス（バイオテクノロジー）分野 10 編、ライフ
サイエンス（人間生活技術）分野 7 編、情報通信・エレク
トロニクス分野 12 編、ナノテクノロジー・材料・製造分野
14 編、標準・計測分野 12 編、地質分野 6 編を対象として、
それぞれの専門分野を背景として構成的研究の方法を分析
し、さらに共通的な方法論の抽出を試みた。具体的には、
第 2 章で要素技術の構成方法の基本型を、第 3 章で分野
ごとの構成方法の分析を、第 4 章ではそれを基にした構成
方法における分野の特性を示した。その上で、最後に第 5
章において、構成方法としての必要性が明らかになった「技
術的な構成」と、それに続く「社会導入に向けた構成」の
特徴を示した。

この論文は、このように既存論文の分析（アナリシス）
という方法により、研究成果を社会につなげるための構成
学という新しい“学”を創出（シンセシス）することに貢献
することを目指している。

2　要素技術の構成の基本型
筆者の一人（小林）が以前提案した、①アウフヘーベ

ン型（二つの相反する命題を止揚し、新概念を創出する方
法）用語 3 [3]、②ブレークスルー型（重要要素技術に周辺技
術を結合させ統合技術に成長させる方法）、③戦略的選択
型（要素技術を戦略的に選択し構成を行う方法）を、まず
要素技術の構成の基本型の例として紹介しておく [4]。これ
はSynthesiology の発刊からごく初期の研究論文 12 編か
ら抽出した基本型である。

①アウフヘーベン型の例としては、西井による「高機能
光学素子の低コスト製造へのチャレンジ」の研究で示され
たガラスモールド法とインプリント法を組み合わせたものが
挙げられる [5]。この研究では、これまで両立が困難であ
ると考えられていた両法の統合を行って新技術を産み出し
た。この例を基にして、この論文ではアウフヘーベン型は「こ
れまで統合が困難であると考えられていた複数要素間の複
雑な構成方法」としてやや広い意味で使用している。また、
その概念には具体的には、“構造”、“機能”、“実体”等の
統合・構成があると考えられる。

また、②ブレークスルー型の例としては舟橋らによる「熱
電発電を利用した小型コジェネシステムの開発」を挙げる

ことができる [6]。ここでは良好な熱電材料であるコバルト
系層状酸化物の発見が一つのブレークスル―となって、そ
れに周辺要素技術を付随させて統合技術が形成される例
が示されている。

さらに、③戦略的選択型の例としては岸本による「異な
る種類のリスク比較を可能にする評価戦略」を挙げること
ができる [7]。この研究では、化学物質のリスク評価という
研究の目標に至るために幾つかの技術要素をシリアルに選
択していくというのが構成のプロセスである。図 1 にこれら
の構成方法の基本型の概念図を示す。これらは構成方法
の中の極めて基本的な素過程と言うべきものであり、これ
らを並列的にあるいは多段に組み合わせたり、ニーズや実
環境との相互作用の中で改良していく等のプロセスが見ら
れるが、以下の論考では以上の素過程を念頭にいれて検
討を進めた。なお、表 1 に分野ごとの構成の類型分類を
示すが、単一の基本型だけではなく、それらを組み合わ
せた類型への分類も含まれる。詳細は以下で述べる。

3　技術分野ごとの構成的方法の分析
（1）環境・エネルギー分野

環境・エネルギー分野に分類される研究は、環境アセス
メントやリスク評価等の評価技術から、環境負荷物質の挙
動と抑制、再生可能エネルギー、省エネルギー、生産効率
化等極めて幅広い課題に及び、これまでのSynthesiology
の論文で示された方法論もさまざまである。しかし、①環
境負荷物質の低減、二酸化炭素の排出抑制への貢献、社
会的・行政的な規制への貢献等、社会ニーズが明確であ
る特徴をもっており、これを果たすため、②すり合わせ型
や科学に裏打ちされた要素技術の多段的結合等の多元的
な技術統合を行い、③要素技術の見直しやエンジニアリン
グの立場からの再構成によって既存技術をさらに高度化し
ている、等の特徴をもっている。

例えば、「異なる種類の化学物質のリスクを比較する」と

統合技術

要素技術A

周辺要素技術C

統合技術
要素技術C

要素技術B

周辺要素技術B

統合技術重要要素技術A

要素技術B要素技術A

3．戦略的選択型

2．ブレークスルー型

1．アウフヘーベン型

図 1　構成方法の基本型
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いう社会ニーズに対しては、リスクの大きさを共通指標で表
すことが必要になる。しかし、必要な要素データはこれま
でのリスク評価で利用されてきたものでは不十分であるこ
とから、こういった新たな社会ニーズからブレークダウンし
て必要な要素データを決定し、これを既存データから推定
する方法を検討した。このようにして得られた要素を再統
合することによって共通指標を基にしたリスクの算出を可能
にしている [7]。したがって、社会ニーズに適した要素技術
を戦略的に選択して統合する方法を採っており、前章で述
べたように戦略的選択型の構成と言うことができる。

環境負荷物質の低減を図る技術開発の例としては、葭村
らによる輸送用クリーン燃料の製造触媒の開発がある [8]。
ディーゼル排ガスの無害化のためには、原料である軽油中
の硫黄成分の大幅な低減が必要という社会的ニーズがあ
る。そのためには、脱硫触媒を高性能化する必要があるが、
原著者らはこのためのブレークスルーポイントは触媒調製
技術にあると同定し、この技術に必要な複数の要素課題に
ブレークダウンして共同研究者（機関）と分担を明確にして
いる。担当課題をさらにブレークダウンして、鍵となる要素
技術を化学的側面とエンジニアリング的側面から検討し、

重要要素技術としてラボレベルの調製法を完成させ、触媒
メーカーとの共同研究により工業化を実現した。したがっ
て、社会ニーズからブレークダウンした必要な要素技術が、
さらに細かな要素技術の集まりになった多段的構造をもっ
ていると言える。下位の要素技術をブレークスルー型の研
究で解決した上で統合化していくので、全体のシナリオとし
ては「戦略的選択型＋ブレークスルー型」の構成であると
言える（図 2）。

この型に属する他の例としては、鈴木らによる「コンパク
トプロセスの構築」[9] がある。化学工程からの環境負荷物
質の排出抑制という社会ニーズに対し、水や二酸化炭素の
超臨界流体を有機溶媒の代わりに利用するという、理論的
には可能であるはずだがなかなか実用化されていない技術
を、個々の要素技術にブレークダウンして再検討を行い、
緩慢な反応のため最適条件に達するまでに余計な反応が起
こっていることを見い出し、急速に最適条件に達するための
急速加熱・加圧法を重要な要素技術として開発し、他の周
辺要素技術とともにプロセスを構成したものである。また、
デチューニングというあえて理想状態からずらすことをブレー
クスルーとして、最適状態を作り出すことができている。

工業化の観点からの
フィードバック

新技術
の提案

触媒の製造面での課題触媒の性能・利用面での課題
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重要技術要素Ａ

（触媒調製工程における制御技術）
下位の統合技術

ニーズに合って
いるかの検証
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利用できる新触媒の開発）
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図 2　環境・エネルギー分野の戦略的選択＋ブレークスルー型の構成方法

表 1　分野ごとの構成の類型分類
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環境エネルギー分野においては、必要な要素技術を統
合して社会ニーズを満たすことを目指すことから、具体化さ
れたニーズに対応するための構成が不可欠である。最初の
段階で戦略的選択を行って要素技術を特定して、それがこ
れまでの研究開発の成果やそれを目的に合わせて改良して
用いる場合には、全体として戦略的選択型のシナリオをと
ることができる。このタイプの構成が 3 件の論文にみられ
る。一方、低環境負荷技術を構築する場合のように、要素
技術の中に実現に大きな課題があるものが含まれている場
合には、それに対するブレークスルー技術が必要となり、
それが実現できれば社会ニーズに応えられることになる。
このような場合には、全体としては「戦略的選択型＋ブレー
クスルー型」の構成というシナリオで進めることになり、こ
のような例は 3 件あった。

この他、アウフヘーベン型が 2 件、ブレークスルー型が
1 件見られ、その分類結果を表 1 に示す。

（2）ライフサイエンス分野
ライフサイエンス（バイオテクノロジー）分野における特

徴的な構成の方法として、循環的発展が挙げられる。諏訪
らはバイオインフォマティクスにより創薬ターゲット遺伝子
の網羅的機能解析技術を開発した [10]。2000 年から始まっ
た研究では、第 1 種基礎研究として遺伝子同定・機能解
析ツール等の要素技術開発が、第 2 種基礎研究として要
素技術の組み合わせによる遺伝子同定・機能解析パイプラ
インの構築が、製品化研究として細胞膜受容体 GPCR の
網羅的データベースの 2003 年の公開までが一連の本格研
究となり、コア技術が構成された。一方でこのコア技術は
次の発展のための第 1 種基礎研究となり、新たな機能予測
プログラムの開発として結実した。さらに、この技術はヒト
以外の生物への応用への第 1 種基礎研究として次の発展
に寄与している。この間、コア技術に対しては、バイオイ
ンフォマティクス研究者、実験研究者の両面からのフィード
バックがかかり、これによって社会への広まりが拡大して、
循環的により大きな本格研究に順次発展するかたちで長期
熟成されてきている。

同様の循環的発展は、近江谷らの生物発光蛋白質を用
いた本格研究でも見られる [11]。近江谷らは生物発光に関
する知的好奇心から出発し、発色光の異なるホタルの発光
蛋白質を発見した。そして、この発光蛋白質を生物機能検
査のためのブレークスルー技術として展開することにした。
そのために、哺乳類細胞でも発光するように遺伝子構造を
改変して、細胞内の複数の遺伝子発現を同時に検出する
技術を開発した。哺乳類細胞で使えることから、開発した
技術は企業との共同研究により、化学物質等の人への影響
を細胞レベルでスクリーニングするための遺伝子発現検出

キットとして製品化に結びついている。この過程は一見する
と第 1 種基礎研究から直ちに製品化につながった比較的
単純な本格研究のように見えるが、第 2 種基礎研究による
新しいコンセプトの正しさの実証、企業との共同による製
品化、製品の社会受容というそれぞれの段階での努力の
賜物である。また、近江谷らはここから再び第 1 種基礎研
究に回帰し、さらに多色化を目指す等、コンセプトをさら
に大きく発展させることの重要性を強調している。全体とし
ては、ブレークスルー型構成の後に循環的発展をとるとい
うシナリオと言える。

このような循環的発展は他分野でも見られるが、バイオ
産業では、特に他の産業にはない特徴に由来していると考
えられる。ハーバード大ビジネススクールのゲイリー・P・
ピサノ教授は、バイオ産業をサイエンスに強く軸足を置くビ
ジネスと位置付け、以下のような分析をしている [12]。第一
に、バイオ産業はサイエンスに軸足があるにも関わらず、
基盤となる学問である生物学は物理学や化学に比べてはる
かに成熟しておらず、基盤テクノロジーの不確実性が極め
て高いことが特徴である。例えて言えば、使用環境のわか
らない CPU をつくるようなものということである。バイオ
産業の第二の特徴としては、「すり合わせ型」である。パ
ソコン等は問題をパーツに分解し、パーツごとの最適化が
可能な「組み合わせ型」と言われる。これに対して自動車
等は問題をパーツに分解不可能であり、問題領域を横断し
た同時最適化が必要な「すり合わせ型」と言われる。バイ
オ産業は後者の「すり合わせ型」であるが、第一の特徴と
組み合わせると、つくってみるまで走るかどうかわからない
自動車をつくるようなものと言えよう。バイオ産業では、こ
のように製品化してみないと使えるかどうかわからない、と
いう不確実性が他分野よりも大きいため、まず市場で小さ

GPCR: Gタンパク質共役型受容体（細胞膜にある創薬ターゲットタンパク質）

遺伝子同定・機能解析ツール
GPCR遺伝子特徴の知見
大規模計算機利用技術

SEVENS（GPCRの
網羅的DB）の公開

遺伝子同定・機能解
析ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの構築

製品化

大きな本格研究に展開するために
まず小さな本格研究が必要

第2種
基礎研究

第1種
基礎研究

図 3　ライフサイエンス（バイオテクノロジー）分野における螺
旋型の構成方法 
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いものでも製品化することが重要と考えられる。すなわち、
大きな本格研究に展開するためには、まず小さな本格研究
が必要と言える。筆者らは、このような構成方法を螺旋型
と名付けた（図 3）。

こういった螺旋型、およびブレークスルーと螺旋との組
み合わせの型の構成は 3 件の論文で見られたが、こういっ
た螺旋型だけでなく、バイオセンサーをコアとした 4 件の
論文においては、コア技術によるブレークスルー型の構成
をとっている。西宮らによる不凍蛋白質の大量精製 [13] や
大串による再生医療の実用化 [14] の二つの研究において
は、それぞれ実用化に必要な要素技術を選定し、それら
を統合しており、戦略的選択のシナリオで進めている。こ
の他家村らによる、リザーバを使って 1 系統のポンプを使
うという全く新規の方法でクロマトグラフィーを高度化した
ブレークスルー型の構成もあった [15]。（表 1）

ライフサイエンス（人間生活技術）分野においては、最
終的に製品を使う人の特性を考慮した製品設計を行うこと
が研究開発の目的である。そこでは、まずは人間の特性を
科学的に理解・把握することが基本となる。それは第 1 種
基礎研究になるが、このとき人間理解を過度に追求してし
まうと、第 2 種基礎研究へのシフトがなかなかできなくな
る。明らかにしようとしている人間特性がどのように使われ
るかを明確化して、そのために必要な研究シナリオを構成
していく必要がある。

持丸らによる個人にふさわしいメガネフレームの研究開発
の例では、個人個人にあった形のメガネフレームを提供す
ることを目標とし、さらに客自身が自分の好みのフレームデ

ザインを選ぶのを助けるために必要な技術を開発した [16]。
第 1 種基礎研究としては、頭部形態に適合したメガネ枠の
形状設計技術の開発であるが、さらにメガネを購入するユー
ザーにそれを適用するために必要となる要素技術を選定し
て、それを統合した。この研究の特徴は 3 次元形状モデル
（頭部相同モデルと呼ぶ）を開発したことで、簡易計測に
も、形状のパターン分類にも、また感性的評価にも使うこ
とができて、効率よくこの全体のゴールを達成できたと言え
る。したがって、全体のシナリオとしては、「戦略的選択型
＋ブレークスルー型」による構成である。実際、ブレーク
スルー技術が得られないと構成の効率が悪くなり、途中で
挫折しかねない。コア技術をブレークスルー技術として種々
に展開できることは、第 2 種基礎研究の大きな力になる。

倉片らによる高齢者の聴覚特性に適合した報知音を設
計するためのアクセシブルデザインの研究 [17] においては、
高齢者の何割の人に聞こえるように設計するのかが重要に
なる。したがって、人間の聴覚特性についても厳密な特性
把握ではなく、むしろ人による違いすなわち特性値の分布
の把握を行っている。そして、この考え方は、製品の報知
音が実際に使われる家庭での条件（聴取条件）の把握に
も適用されている。報知音の妨害となる台所での流しの音
やテレビの音等の騒音レベルを計測して、その分布を知る
ことで、高齢者でも聴き取れる音量を定めることができて
いる。このように人間特性だけでなく、実際の生活場面に
適用するために把握すべき生活環境の特性が何であるかを
よく検討することが、こういった戦略的選択型の構成には
必要である（図 4）。

• 頭部形状ごとのメガネフレームが与える顔の感性的印象
• 家電製品が使われる生活環境の騒音
• ディスプレイサイズや視聴距離等の映像呈示条件

• 頭部形状３次元計測
• 聴覚特性の加齢変化の解明
• 映像酔いと映像動きとの関係
の解明

• 頭部形状のパラメタラ
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図 4　ライフサイエンス（人間生活技術）分野における戦略的選択型の構成プロセス
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理解された人間特性をどのようにして製品設計につなげ
るかについても、研究シナリオの設定が必要である。メガ
ネフレームの研究例では、簡易な形状計測と感性的評価
ができる装置を店頭に置くことで、個人に適合するメガネ枠
を選定するというシナリオを採用している。一方、アクセシ
ブルデザインの例では、製品設計に反映されるためのツー
ルとして工業標準を採用するシナリオがある。この工業標
準を参照すれば容易に高齢者対応の製品設計ができるよう
にしている。また、氏家らによる映像酔いが起きない動画
を提供するための研究 [18] においては、工業標準化を最初
は目指したが、それだけではなく第 1 種基礎研究で明らか
にした映像酔い特性を組み込んだ映像評価システムを構成
した。これを映像制作者が利用して、制作した映像が視
聴者に与える影響を知ってもらって、必要ならば修正しても
らうこととした。こういった制作者が使えるツールを構築す
るために必要な要素研究を実施しており、戦略的選択によ
る構成と言える。池田らによるカーナビゲーションシステム
（カーナビ）の開発 [19] も同様であり、最終的に人に使って
もらうものを構成するこの分野においては、最終的にどのよ
うにしてユーザー（エンドユーザーあるいは製品設計者）に
使われるかを想定して、それをゴールとして設定する。その
ために必要な要素技術を事前に考えて、それを戦略的に選
択して全体を構成することが基本的な方法となっている。
この他、久保らによる IH 調理器に対して感性的リードユー
ザーが製造者の観点とは異なる価値を作り出したというア
ウフヘーベン型の構成 [20]、そして万博の場等でユーザーに
試用を行ってもらって、戦略的選択型に螺旋型を加えたサ
イバーアシスト [21] があった（表 1）。なお、サービス工学の
理論化を扱った論文についてはここでは含めなかった。

（3）情報通信・エレクトロニクス分野
情報通信・エレクトロニクス分野では、エレクトロニクス

やフォトニクス等のデバイス技術分野と、ソフトウエア分野
では構成方法がやや異なる。デバイス分野の構成の方法論
は、個々の要素技術が他の要素技術と独立しておよそ明確
であり、その中に特に全体のブレークスルーとなる主要要
素技術があり、それが幾つか組み合わさって技術が構成さ
れていくという型が見られる。

特徴的な例として、湯浅らによる「スピントロニクス技術
による不揮発エレクトロニクスの創成」の研究が挙げられ
る [22]。ここでは MgO（酸化マグネシウム）結晶のトンネル
障壁による巨大 TMR（トンネル磁気抵抗効果）が実現さ
れたという非常に大きなブレークスルー技術に加えて、極
めて特殊な結晶成長様式を用いた CoFeB/MgO/CoFeB
構造の MTJ（磁気トンネル接合）素子の実現による量産技
術の達成という二つ目のブレークスルー技術が重なって実

用化に成功しており、これらの連続した大きなブレークス
ルー技術が効果を発揮した。これは図 5 に記したように、
科学的ブレークスルーと革新的製造技術が連なった、連続
的ブレークスルー型と言える。こういったブレークスルー型
の構成は佐藤（証）らによる暗号モジュールの研究開発で
も見られる [23]。また前述の西井らによる高機能光学素子
作成では、これまでもガラスの加工に用いられていたガラス
モールド法に、高温での加工が困難であったインプリント
法を組み合わせて、極めて高精度な高機能光学素子を実
現したものであり、今まで両立が困難で二つの方法を組み
合わせたアウフヘーベン型の典型であると言える [4]。また
荒井による SiC（炭化ケイ素）半導体のパワーデバイス開
発 [24] では、実用化するための要素技術と課題を抽出し、
それらを個々に実現して統合し実用技術にまで至らせるプ
ロセスが記されていて興味深い。構成の型としては、戦略
的選択型と言えるであろう。

一方、ソフトウエア分野やシステム分野の論文では、要
素技術の選択とその統合が行われる過程で実社会との相
互作用が大きな鍵となる。田中の Grid システムのようなミ
ドルウエア活用のシステム構築 [25] にあたっては戦略的選択
的な要素技術の選別と組み合わせが示されており、ハード
ウエアシステムとも共通して比較的システム構築が明確であ
る。このような戦略的選択型の構成は 6 件の研究開発で
行われていた。本村の研究 [26] では、ベイジアンネットを人
間行動のモデル化に用い、それを中核技術としてさらにセ
ンシング技術やインタビュー技術を付け加えていくという意
味でブレークスルー型ではあるものの、ユーザーとの相互
作用が「社会循環」（持丸の指摘 [26]、図 6）として大きな
意義をもっているという点で、ブレークスルー型と螺旋型の
組み合わせによる構成と言うことができよう。

佐藤（雄）らによるインテリジェント車椅子の研究開発
においては、全方向ステレオカメラがブレークスルー技術
であるが、これをコアにして他の技術を戦略的に選択して
電動車椅子を構成するとともに、ユーザーに試用してもらっ
た結果を開発にフィードバックするという3 つの構成の組み

第2世代TMRヘッド

CoFeB/MgO/CoFeB構造
のMTJ素子

単結晶MgO-MTJ素子

スピントロニクス技術による不揮発エレクトロニクス

重要要素技術1
重要要素技術2

量産技術の開発

新材料・新デバイスの開発

実用技術

統合技術

図 5　情報通信エレクトロニクス分野におけるブレークスルー
型の構成方法 
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合わせが論文に記載されている [27]（表 1）。
ハードウエア分野では要素技術の定義と選択とそれらを

用いた構成方法が比較的シンプルで明確であり、ミドルウ
エアの構成においてもおよそ似通っているものの、人間や
実環境との相互作用が増えて大きな意味をもつソフトウエア
やアプリケーション分野では、定義され選択された要素技
術が一方的に統合されていくのではなく、社会環境との相
互作用の中で進化（深化）していくことが特徴と言うこと
ができる。

（4）ナノテクノロジー・材料・製造分野
ナノテクノロジー・材料・製造分野では、浅川らによる有

機ナノチューブの大量合成方法を構成例の一つとして挙げ
ることができる [28]。これは内部にナノ微粒子やタンパク質
等を包摂することにより広い分野への応用が期待されてい
る有機ナノチューブの大量合成技術の開発に関するもので
ある。その技術はシーズ主導ブレークスルー型の典型例の
一つであると言えるが、さらにこれを作るためにとても詳細
な分子設計とその統合技術でこの量産化に至って、その後
さらに用途開拓をいろいろな企業と共同して行い実用化に
向けて進んでいる（図 7）。こういったブレークスルー型は
坂本らによる難燃性マグネシウムの研究 [29] 等、合わせて4
件の研究開発で見られた。

一方、茶屋原らによる大型単結晶ダイヤモンド・ウェハの
技術開発 [30] では、マイクロ波プラズマ CVD 法、異常成
長粒子発生の抑制、大型化等の要素技術を戦略的に選択
して統合している。要素技術の一つであるウェハの大型化
については「繰り返し側面成長」というブレークスルー技
術も含まれているが、全体としては戦略的選択によって構
成が進められている。こういった戦略的選択型の構成は、
光触媒技術等 5 件の研究開発で見られた。また小林（慶）
らは、鋳造と粉末冶金の技術を組み合わせたプロセスで
Fe-Al 金属間化合物を利用した高硬度、高強度の材料を
開発した [31]。これは乾式の新しい粉末冶金合成とこれま
での鋳造法を組み合わせて新たな方法を作り上げたアウフ

ヘーベン型の構成の例であり、高尾らによる紫外線防御化
粧品の研究開発 [32] にもアウフヘーベンが行われている。

他方、製造分野での特徴的な例として、明渡らによる
AD（エアロゾルデポジション）法によりさまざまな製品を
開発した製造技術がある。ここではセラミック粒子を常温
で固化・緻密化できるAD 法が大きなブレークスルーとなっ
て、それをコアに戦略的選択型の構成によって静電チャッ
クや MEMS スキャナー等の製造に適用し、低コスト、低
環境負荷、高機能、低資源消費の「ミニマルマニファクチャ
リング」の概念にあたる製造法を構成している [33]。中村ら
が取り上げた PAN 系炭素繊維に関する研究開発 [34] もこう
いった「ブレークスルー型と戦略的選択型」の組み合わせ
と言える。

また、渡利らによるセラミックス製造の省エネプロセスの
研究 [35] では、省エネのために開発すべき技術を精緻に検
討した上でバインダー技術の改良に注目し、その評価と改
良のための優れた技術を確立している。これは明確な目的
に向けて戦略的に要素技術を選択した上で、科学的なアプ
ローチで改良技術を確立したという意味で、「戦略的選択
型＋ブレークスルー型」の組み合わせと言えよう。さらに、
北らによる製造の全行程を考慮した資源およびエネルギー
の使用合理化に関する研究 [36] ではアルミニウム製造の全
行程におけるエクセルギー（環境を基準とした Gibbs の自
由エネルギー）の解析を行い、省資源・省エネルギーに資
する鋳造プロセスの重要な指針を得ている。これは明確な
目標に向けて評価すべき要素を逐次抽出して分析を行った
という意味で戦略的選択型構成方法と言えるであろう。

ナノテクノロジー・材料分野の構成方法の特徴は、電子
デバイス等のハードウエア技術の構成方法と大きく異なるこ
とはない。材料等はその研究成果物がそのまま市場に完
成品として出るという面が少なく、後の要素技術として使わ
れる場面が多いため、ある性能仕様を満たすことが主とし
て要請される場合は、比較的構成法が明確である。ただ
し、種々のニーズ側との相互作用がある場合は、そのフィー

製品化技術

安全性評価技術

用途開発技術分子設計技術

大量合成技術

有機ナノチューブの大量合成方法開発

要素技術4

要素技術3要素技術1

要素技術2 統合技術

図 7　ナノテクノロジー・材料・製造分野におけるブレークスルー
型の構成方法 
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図 6　社会循環型の構成方法 （文献 [26] の図 6 を改訂）
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ドバックがそのまま構成法にも反映される可能性が高い。
一方、製造技術の場合も構成法に大きな変化はないが、
一つの革新的な要素技術が全体の構成法を大きく変えてし
まう場合があり得るのは特徴の一つであろう。この分野の
分類結果も表 1 に示す。

（5）標準・計測分野
標準・計測分野の特徴として、特に計量標準において

は、エンドユーザーの手元に確実に高い信頼性を有する計
量標準（物理標準、化学標準・標準物質）が到達するこ
とが大前提である。また、それらの標準は国際的にも相
互に承認されていることが基本である。そのため、3 つの
必須要件、① SI（国際単位系）トレーサブルな国家計量
標準の確立、②国際整合性の確保（国際的に認知された
測定方法、国際比較）、③産総研、認定事業者、エンドユー
ザーを結ぶトレーサビリティ体系の構築、のもとにシナリ
オが組み立てられて研究開発が実施されている。要件①は
「技術的な構成」に、要件③は「社会導入に向けた構成」
に対応し、要件②は両者を結ぶ役割を担っていると言え
る。以下、物理標準、化学標準の研究開発にかかわる二
つの例を示す（図 8）。

物理標準の例では、新井らによる1000 ℃～ 1550 ℃付
近の温度範囲での熱電対校正のための温度標準のトレー
サビリティ体系の構築に関する研究がある [37]。この領域
での温度計測は、特に鉄鋼業をはじめとする素材産業、
熱処理等に関係する部品製造業、半導体プロセス産業等
温度管理が重要となる各種産業で重要となる。熱電対は
これらのさまざまな産業現場において最もよく使われる温
度計の一つであるが、測定の信頼性はそれほど高いとは言
えず、計量標準の確立とトレーサビリティ体系の整備が急
務だった。この温度領域での国家計量標準は純金属の温

度定点群である。具体的には銀の凝固点（961.78 ℃）、銅
の凝固点（1084.62 ℃）、パラジウムの融解点（1553.5 ℃）
であり、これらの定点の温度値は熱力学的な温度目盛り
を基にしてメートル条約加盟各国の代表が集まる国際度量
衡総会で合意、決定されたものである［要件①］。国際的
に認知されるために、諸外国の標準研究所との国際比較
（APMP-T-SI-4）が行われ、産総研の校正値および不確
かさの小ささは参加機関のトップレベルという高い信頼性
を達成した［要件②］。また、トレーサビリティ体系の構築
には、産総研と校正事業者間で精密な標準値を受け渡す
仲介標準器が必要であり、この仲介器には安定性と堅牢
性が求められた。このため、これらの条件を満たす高い
信頼性を有する白金パラジウム熱電対と R 型熱電対が開発
された［要件③］が、その過程において適切な熱処理が熱
電対の安定性に大きく寄与することが新たな知見として発
見された。また、産総研オリジナルの技術であり世界の計
量標準研究機関に普及しつつある共晶点の温度定点への
適用性も示され、近い将来さらに高い信頼性をもつ温度目
盛りの供給も期待される。

化学標準の例では、井原らによる国民の日常生活の安
全に直結する食品・環境中の有害成分（残留有害物質や残
留農薬）の試験検査機関における分析の信頼性を保証す
るための標準物質の開発にかかわる研究がある [38]。食品・
環境中有害物質の数は法規制として取り上げられたものだ
けでも1 千種類以上におよぶため、迅速に多数の標準物
質を開発・評価する必要があり、そのための定量 NMR 法
を開発した。これは、化学物質ごとに標準物質を準備する
というこれまでの手法ではなく、多種類の実用標準物質の
校正を最小限の種類の上位標準で行うという革新的な手法
である。

仲介標準器、国家標準物質・仲介物質

CCQM-CIPM, APMP-T-SI-4

温度定点群、凝固点降下法

橋渡し

「社会導入に向
けた構成」

「技術的な構成」

③トレーサビリティ体系の構築

①SI トレーサブル

出口（エンドユーザーの手元に確実に高い信頼性を有する計量標準が到達する事）が明確であり、
それを達成するため、シナリオを作り必要な要素技術を選択・構成

②国際整合性

計量標準の研究開発を規定する３つの要件

社会・産業界における状況
認定校正事業者の状況
国の政策、規制当局の方針

国家計量標準の確立

標準供給の実施

国際比較への参加
国際的に合意された測定方法

図 8　標準・計測分野における戦略的選択型構成方法 
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NMR という測定法は、通常は未知成分検出や分子構
造等の決定に用いられるが、この場合は既知の成分の定
量的な分析に用いるという発想を逆にした考え方を採用し
ており、通常の NMR の使い方と全く異なる測定条件（照
射パルスの遅延時間調整、オーディオフィルターの最適化、
等）の探索・選択が重要な要素技術となった。また、国家
標準物質の選定や、多種類の物質を校正できる仲介物質
の選択が効率的なトレーサビリティ体系を構築する上での
重要なポイントとなった［要件③］。一方、SIトレーサビリ
ティについては一次測定法である凝固点降下法を妥当性検
証に用いることにより担保された［要件①］。国際的には、
国際度量衡委員会（CIPM）の物質量諮問委員会（CCQM）
の場で標準的な測定法の一つとしての採用を働きかけ、世
界的な合意が得られつつある［要件②］。供給体制として
は、産総研と国立研や民間事業者（試薬、臨床検査薬メー
カー）との連携（共同研究、受託研究等）によりこの手法
で値付けされた標準物質のユーザーへの頒布が 2008 年度
から開始されており、その総数もすでに 100 種類以上に達
している。なお、この研究の全体構成は井原等の原論文 [38]

の図 6 によくまとめられている。
以上の二つの例に示したように、3 要件を境界条件とし

て研究開発のシナリオと実行プロセスが組み立てられてお
り、典型的な戦略的選択型に分類されると言える。これま
でにSynthesiology に掲載された標準・計測分野の論文の
なかで、鈴木による計測技術にかかわる乾電池駆動の X
線発生装置の研究 [39] はブレークスルー型に対応するが、
多数を占める計量標準にかかわる11 件の論文はすべてこ

れらの 3 要件を踏まえており、戦略的選択型に分類される
と言えよう（表 1）。

（6）地質分野
地質分野の研究の特徴は、地質現象の総体としての理

解を進展させる観点から、総合的な戦略が構成され、変
化するさまざまな社会のニーズへの対応による相互作用を
通じて、螺旋的に展開していくという特徴がある（図 9）。
過去にさかのぼる自然への理解の深さがどこまで進んだか
が、産業立地、資源・環境、防災等に関する社会の対応
を律速していると言っても過言ではない。

長期的地震予測の例（図 9 中の個別戦略 A）として、
寒川は遺跡における液状化堆積物の発見という地質学上
の「ブレークスルー」により古地震学を創設し [40]、さらに
研究ユニットの個別戦略として、地質学・考古学に加え、
地球物理学や工学等の異なる分野の融合により展開してお
り、ブレークスルー型と戦略的選択型の組み合わせと言え
る。こういった成果を基に、日本の活断層の履歴解明とそ
の発生の物理モデルや強振動モデルの研究が進展し、吉
岡の研究 [41] に見られるように、これらの研究を戦略的に
選択して組み合わせて、立地や防災に活用されつつある。
このような手法は研究ユニットにより過去の津波堆積物の
研究としても応用展開されており、長期的な地震発生や影
響予測精度の向上に貢献している。また、土壌と地下水の
汚染リスク評価では（図 9 中の個別戦略 B）、駒井らの研
究 [42] に見られるように地質分野の要素技術に加え、環境
科学や安全科学までを分野融合し、評価法の進展の段階
に応じて社会での利用によるフィードバックをかけて、より

知的基盤
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利用・フィードバック

統合ブレークスルー 利用・フィードバック
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長期的地震予測
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汚染リスク評価土壌学・地下水学・環境学・安全科学

国土基本情報

総合的な戦略
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図 9　地質分野における個別戦略と総合的戦略からなる構成方法
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詳細な評価モデルを構築している。
これらの個別の戦略は、変化する社会の特定のニーズに

対応して、ターゲットを絞って取り組むことが多く、その基
盤として国土の基本情報や技術に関する総合的な戦略に基
づく研究が不可欠である。国土の基本情報である地質図に
ついては、斎藤の研究 [43] に見られるように、防災・環境・
産業立地・資源等さまざまな用途に対応できる知的基盤と
して、地質分野としての総合的な戦略に基づき、さまざま
な要素技術（地質学、地球物理学、地球化学等）を統合
することにより、地質現象の理解を深めつつ、その成果は
地域地質図等の公共財として社会に提供されている。さら
に、脇田の研究 [44] に見られるように、社会のニーズに応じ
て情報技術等の要素技術も駆使して地質情報を統合し、
全国のシームレス地質図としてインターネット上で常に最新
のデータを利用しやすく社会に提供し、そのフィードバック
により改善を図っており、螺旋型の構成が用いられている。

地質分野は戦略的選択型の構成をとることが多いが（表
1）、これらの研究活動を通じて、地質現象の経験的モデ
ルの深化とともに、決定論的モデルに関連付けることによ
り地質現象の理解を深めることができ、社会の期待に応え
ることのできる予測精度向上を実現できる。このように、
地質分野の研究は、複雑系としての地質現象の理解が、
変化するさまざまな社会ニーズと対応して、螺旋構造の相
互作用を取り込みながら進展している。

4　構成方法における分野の特性
前章で示した分野での構成的研究の分析から、この章

ではそれぞれの分野の特性を述べ、構成に共通の方法論
については次章で述べる。表 1 では、アウフヘーベン型、
ブレークスルー型、戦略的選択型、の 3 類型とその組み合

わせとして分類したが、組み合わせ型が数的には多くはな
いことと、分野の特徴を見るために、組み合わせ型につい
ては 3 類型のうちの 2 つまたは 3 つからなるとして、それ
ぞれを重複して数え直した結果を図 10 に示す。定量的な
議論をするには十分な数ではないが、分野による違いがみ
られる。ブレークスルー型の占める比率が高いのは、ライ
フサイエンスのバイオテクノロジー分野とナノテクノロジー・
材料・製造分野、そして環境・エネルギー分野の中でも低
環境負荷技術の研究開発である。いずれも、良いコア技
術があるとブレークスルーがおきる分野であると言える。
一方、ライフサイエンスでも人間生活技術分野では戦略的
選択型が多く、また地質分野も同様であるが、これらは一
つのブレークスルー技術では課題が解決できない分野であ
ることが分かる。さらに、1 例を除くすべての研究におい
て戦略的選択による構成が行われているのは標準・計測
分野であり、トレーサビリティ体系を構築するためには、多
くの要素を考慮する必要があることが分かる。一方、螺旋
型が見られるのは、バイオテクノロジー、人間生活技術、
情報通信エレクトロニクスそして地質分野である。

材料、電子・光デバイスや製造技術の分野、化学的・物
理的な標準・計測分野等では、要素技術が明確に定義さ
れ構成方法も比較的明快なものが多いが、地質分野、バ
イオテクノロジー、情報分野や人間生活技術分野では要素
技術において複雑性が増していくだけでなく、構成方法に
おいても人間や実社会・実環境との相互作用が大きな比重
を示してくることが分かった。図 11 に、一つの考え方とし
て、構成要素の数と規模と、分野間の関連性を示した配置
図を示す。

図の下部の基盤的部分には、技術分野の基礎となる代
表的な学術的分野を示してある。物理や化学の分野は構
成要素というものが明確に定義しやすく、最も基盤的な部
分を形成すると考えられる。物理学では構成要素を細かく
突き詰めていくとクォークやレプトンに至るが、それらが相
互作用を媒介して原子核、原子・分子へと上の階層に向かっ
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て構成的に物質を作り上げている。化学では、電子間の
複雑な相互作用がさまざまな反応とそれによるさまざまな
物質を作り出していくのが特色である。工学の中で代表の
一つの機械工学では、相互作用は力学的または電磁的相
互作用が主となるが、その要素は巨視的であり要素数は限
られたものになる。さらに地質学や生物学になると構成要
素の数が飛躍的に増大し、複雑性も上昇し、その記述は
多様性を増すこととなる。

これらの学術分野の上に成り立つ技術分野は、ナノテク
ノロジー・材料・エレクトロニクス等の比較的構成要素が
少ない多元要素系から、地質や環境・エネルギー等構成
要素が飛躍的に増大するものの要素間の相互作用は基本
的に物理・化学的におよそ明確に定義されている複雑系、
さらには情報やバイオロジー、人間生活技術等構成要素間
の相互作用そのものに多様性がある複雑相互作用系等と
特徴付けていくことができる。

構成要素の数と規模が増加することにより、構成方法も
さまざまなものになっていくが、これはシナリオの作り方や
その特性とも関係している。構成要素が少ない多元要素系
では、構成要素や構成方法がより明確なために、そのシナ
リオも比較的分かりやすく作ることができる。すなわち、
技術的な構成方法が明確であるために、それだけシナリオ
の論理的な展開が行いやすいという特性と関連している。
また技術の展開としてマイルストーンやロードマップが比較
的描きやすいと言えるであろう。それに比較して複雑系、
複雑相互作用系になるにしたがって、構成要素の数や相互
作用がさまざまなものになり、構成の範囲も広がってくる。
またシナリオの描き方も一律ではなく、実社会やユーザー
との相互作用によりその展開も変化していくことが特徴であ
ると考えられる。

なお、ここで示された技術分野は、明治時代以来の産

業振興の要請にしたがって旧商工省、旧逓信省、旧通産省
工業技術院等が順次研究開発体制を整備してきた分野であ
り、かなり広い分野を含んでいるが、必ずしもすべての技
術分野を網羅しているわけではない。そのためこの章で示
した分野の特性は限定的であることを付記しておきたい。

5　シンセシオロジーにおける構成方法
（1）技術的な構成の方法

70 編の論文の分析を踏まえ、構成方法の共通の特徴の
抽出を行った。シンセシオロジーが考えている構成の方法
論として、戦略の構築とシナリオの設定⇒要素選択と組み
合わせ⇒技術的構成の実現⇒社会での試用という一連の
プロセスが考えられるが、このように線型なプロセスに加え
て、「フィードバック」が特徴的なプロセスとなっているもの
があることが明らかになった。

個別の要素選択と組み合わせの例として、前述のアウフ
ヘーベン型、ブレークスルー型、戦略的選択型等の幾つ
かの類型で代表的に表現することができるが、表 1 に示し
たように、これらの 3 つの型は、実際にはそれぞれが単独
で存在するというよりは、それらが直列的や並列的に複数
組み合わされていくことが現実的な考え方である。また、
構成としては何段かにわたって行われることが普通であ
り、その意味では技術の構成にはフラクタル構造が見られ
るということができる。多段構成の例として、第 3 章（1）
の環境・エネルギー分野の構成例が挙げられる。ここでは、
社会ニーズからブレークダウンした戦略的選択型方法と重
要要素技術によるブレークスルー型方法が組み合わさって
いる（図 12）。

一方で、この構成方法は戦略性に立脚して進められる。
要素選択と組み合わせが行われるとそれらは戦略性および
シナリオにフィードバックされ、さらに要素選択と組み合わ

フィードバック

フィードバック

フラクタル構造

要素選択と組合せ

要素選択と組合せ

要素選択と組合せ 要素選択と組合せ

（例）

社会導入に向けた構成

戦略的選択型

ブレークスルー型

アウフヘーベン型

社会での試用

戦略性（戦略とシナリオ）

図 12　シンセシオロジーにおける技術的な構成
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せの方法に再びフィードバックされ、その組み合わせ方法
の変更や進化が行われる場合もあれば、要素の構成方法
の進展に伴って戦略性が進化し、より明確な目標になって
いく場合もある。後者の例としては大場による「実時間全
焦点顕微鏡」の研究開発が挙げられる [45]。ここでは要素
技術が統合されて上位の要素へと構成されていくにしたが
い、それまでやや曖昧であった目標がより明確にされ、最
終的に 3 次元実時間全焦点顕微鏡に統合され、商品化さ
れていくというプロセスが示されている。初期においては、
「高性能の光学顕微鏡の実現」というやや漠然とした仮
説形成で出発したが、幾つかの企業と出会うことで試作品
を完成した後に、仮説をさらに高度にしてそれを実現する
戦略やシナリオを明確にするという過程を繰り返し、最後
に商品化が実現した。その際、多くの企業との出会いが仮
説の検証と高度化を導いたということは特筆すべきことで
ある。

構成が進むにしたがって、構成物が研究成果として社
会との接点をもつようになり、そこで「社会での試用」が
行われる。ここでスムーズに社会導入が始まることは極め
て稀である。ここに次のフィードバックループがある。すな
わち「社会での試用」が行われることによって、さまざま
なステークホルダーからの反響がフィードバックとしてかか
り、新たな戦略性が持ち込まれる。あるいは、戦略そのも
のよりも要素の選択と組み合わせにフードバックがかかるこ
ともある。第 3 章（2）のライフサイエンス分野で示された
諏訪らによるバイオインフォマティクスの例は、研究成果を
利用する研究者から有効なフィードバックがかかり、それ
が戦略やシナリオ構築に繋がり、そのループが何回も回っ
ていくという螺旋構造を示すことはすでに述べたとおりで
ある。また第 3 章（6）で示した地質の例では、社会のニー
ズが次第に変化していくにつれて、地質現象の理解もそれ
によるモデル構築も進展していき、戦略や構成方法への
フィードバックが連続的に起こることを示している。

一方、構成の結果を社会的な接触や現場での試用等を
とおしてフィードバックをする際、時間を意識したダイナミッ
クな構成の動きも大切である。それを示す象徴的な例とし
て、近年の我が国の半導体産業の国際競争力低下に関す
る中馬による分析があげられる [46]。半導体チップ上に必要
な機能をシステムとして集積する設計手法として、SoC（シ
ステム・オン・チップ）があるが、そのクロック速度が極め
て早くなるにしたがって、各要素間の応答遅延速度、転送
速度、各種作業を連繋させるコミュニケーション構造の 3
つがシステム設計の中心課題になる。すなわち要素技術の
関係を極めて動的に捉えることが必要となる。中馬によれ
ば、日本企業の開発システムがそのダイナミックな動きにつ

いて行けなかったことが、製品の国際競争力低下の原因で
ある、としている。この論文におけるさまざまな事例の検
討から、どの構成方法においても各要素技術間の関係が
厳密に関連付けられて構成されていることが明らかになっ
たが、それらの関係は時間的に連続しており、並列性や相
互交換性のようなダイナミックな動きがまだ多くは現れてき
ていない。今後、研究開発の競争が熾烈さを加えるにつれ
て、要素間の連繋のよりダイナミック動きや早いフィードバッ
ク、それによる研究開発のスピードアップも必要となるであ
ろう。

（2）社会導入に向けた構成の方法
最後に大きな課題として「社会導入に向けた構成」があ

る。石井 [47]、藤井 [48]、大澤ら [49] による研究で述べられ
ているように、計量標準のようにトレーサビリティを確保す
ることが社会導入のポイントとなる場合には、校正事業者
等によって作られる社会体系を構築する必要があり、実現
できるトレーサビリティ体系に応じた計測技術を見極める
必要がある。また、社会の側にニーズが、例えば記憶容量
のように具体的な性能指標として明確化されている場合に
は、そのニーズに応えられる技術であれば比較的迅速に技
術が導入されることになる。湯浅らによる研究 [22] に見られ
るように、このときの社会導入の課題としては生産技術も
重要になる。しかし、多くの場合、社会導入には技術開発
とは独立・並立的に社会的な行為が要素に入ってくる。例
えば、機能性以外の感性等の別の価値の付与やインパクト
あるコンセプト等が社会導入を促進する。また短期的に社
会導入を推し進めるのではなく、必要な要素の種を蒔いて
自律的に構成していくことを促すことも求められよう。そし
て、技術を一方的に提供するだけなく、社会からのフィー
ドバックにどう応えるかということが重要になる。

実際に使える技術になっているかを評価してもらう方法
としては、サンプルを提供したり、展示会での展示等によ
る試用が多く行われる。例えば浅川らの研究 [28] に見られ
るように、有機ナノチューブ等も使ってみることでその技術
の価値をはじめて理解してもらえることも多い。それととも
に佐藤（雄）らの電動車いすの研究 [27] で見られるように、
開発者とユーザーが同一でない時には、開発サイドでは想
定していなかったニーズの吸い上げも行われる。また中島
[21]、江渡 [50] の研究に見られるように、ソフトウエアはフィー
ルドでの長期に渡る試用が製品としての信頼性等の技術課
題の抽出に有効である。こういった試用によるフィードバッ
クは、製品化を実現するために必要な技術開発を定めるス
テップとなる。主な技術課題が解決しておよそ製品として使
える物ができても、それが社会に広まっていくためにはさ
まざまな要因が関わってくる。そのきっかけの一つになりう



研究論文：シンセシオロジー論文における構成方法の分析（小林ほか）

− 48 − Synthesiology　Vol.5 No.1（2012）

るのは、こんなことができるか、といった技術的なインパク
トが一目で分かることである。石川 [51] や大場 [45] の研究に
見られるように、持ち運びができる長さ標準器や実時間全
焦点顕微鏡等はその例である。

展示会に参加する人やサンプル提供を希望する人は、新
しい技術を探索している人であり、積極的に技術を取り込
む態度で臨んでいる。その一方で、現場では大きな変革を
望まない場合等、課題を理解しながらも必ずしもその解決
には積極的になっていない場合もある。例えば木下による
研究 [52] で見られるように、システム検証のための技術移転
では、技術の提供側が積極的にフィールドの中に入っていっ
て、現場を巻き込みながら一緒になって進めるという方法
も行われる。また、技術として優れていることは分かって
いても、製造技術の問題等で、その技術の導入を躊躇して
しまうこともある。このようなときには性急に導入を推進す
るのではなく、むしろ時間をおいて、その技術の価値をじっ
くりと理解してもらって、自律的に導入が進むようにした方
がよいと、セラミックス粉体技術を用いて紫外線防御化粧
品を開発した高尾らは主張している [32]。

コンシューマプロダクトのように普及させる規模が大きい
場合には、性能的なインパクトだけではなく、感性的なイン
パクトも必要になる。このとき、久保らによる IH 調理器の
研究 [20] で述べられているように、開発メーカーだけが機能
するのではなく、マスメディアや感性的リードユーザーと呼
ばれる消費者に先行した感性をもった人達が製品の新しい
使い方を提案することで価値向上を牽引することがある。

また、インフラも含めた総合的なシステムによって構成さ
れている場合には、性能向上とコスト削減を両立させるた
めの産業界内での連携も有効である。池田らの研究 [19] が
示すように、カーナビの実用化のプロセスにおいては、各
社の競争部分と共同開発や標準化する共通部分とを戦略
的に明確化して推進した。これによって社会への導入が進

んだと言える。
製品に組み込んでもらう要素技術開発のフェーズ、要素

技術から製品に組み上げるフェーズ、ある程度製品化が済
んだ後に産業として確立していくフェーズ、消費者に製品を
浸透させていくフェーズ等、何段階かの構成のフェーズが
あるが、産業界で技術ニーズが明確になっている場合と明
確になっていない場合では取り組みが異なってくる。後者
の場合にはより困難が伴うことから、試用の提供だけでな
く、製品としてのインパクトを見せたり、積極的にステーク
ホルダーの中に入っていくことも行われるが、機が熟すまで
あえて待つという戦略もある（表 2）。

6　おわりに
Synthesiology の論文を対象に、構成方法を分析し、

その特徴抽出を行った。Synthesiology の研究論文の特徴
は、まず研究者自身が社会的な目標を明確にしたうえでそ
こに至るために克服すべき課題を設定して、それらをどのよ
うに解決するかのシナリオを設定し、それに沿って実践し
ていくことによって研究成果に結実していった過程を構成
学の論文として記すことである。70 編の論文を小林による
3 類型を基本として論文への掲載内容から分析したが、不
明瞭な場合には筆者に問い合わせることも行った。戦略的
選択型であるかブレークスルー型やアウフヘーベン型であ
るかは、コアとなる技術の実現の困難さによることになる
が、ブレークスルーやアウフヘーベンと呼べるかの判断は
我々の主観によらざるを得なかった。また、論文では、全
体の戦略が強調されている場合と、要素技術のブレークス
ルーが強調されている場合があると思われるが、ほとんど
の論文が研究実施者によって書かれていることから、研究
実施者の視点から見ての構成の重要なポイントが記載され
ていると判断した。

研究成果を社会に活かしていくことを指向して行われる
第 2 種基礎研究においては、「技術的な構成」とも呼ぶべ
きものがあり、幾つかの構成の基本形というものが見られ
た。また分野ごとの特色としては、構成要素の数や規模に
よって多様性の違いや、出口との擦り合わせの方法に違い
があるものの、戦略に基づく要素技術の組み合わせと社会
での試用との対比によるフィードバック・プロセスが必要で
あることが明確となった。特に後者においては社会での実
際のニーズとの相互作用により、フィードバック・プロセス
を何回も回していくスパイラル・アップとも呼ぶべきダイナ
ミックな構成方法が極めて重要であることが認識された。

一方、研究成果を社会に導入させていくためには、さら
に「社会導入に向けた構成」と呼ぶべきものを連続して起
こすことが必要であることが分かった。その際何段階かの

• 感性的リードユーザーによる製品の使用価値の付加
• 異業種との連携と、競合他社との連携・標準化による
競争と共同関係の構築

産業としての確立・拡大

ステークホルダーへの技術導入促進
• 時間をかけた新技術の価値の理解
• 現場に入って共同して課題発見を行なって理解を促進

試作品の幅広い試用機会の提供
• 試作製品のターゲットユーザーへの貸出し、公開試用版に
よる不具合抽出、必要機能の抽出。
• 製品の形にして、実現機能のインパクトを表現

要素技術の展示やサンプル提供
• サンプルで機能をみせて新技術のインパクトを呈示
• サンプル試用からのフィードバックで技術課題・研究課
題を抽出

産業界でニーズが明確
化されていない場合

• 計量標準のトレーサビリティ体系の構築
• 新技術に適合した製造技術の開発

産業界でニーズが明確
化されている場合

表 2　社会導入のためのシナリオ例
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Synthesiology（構成学）：研究成果を社会に活かすた
めに行なうべきことを知として蓄積することを目的とし
て、2008 年に発刊された学術ジャーナル。このジャー
ナルでは、研究の目標の設定と社会的価値を含めて、
具体的なシナリオや研究手順、また要素技術の統合の
プロセスが記述された論文が掲載されている。どのよ
うなアプローチをとれば社会に活かす研究が実践でき
るのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナル
である [1]。
本格研究、第 1 種基礎研究、第 2 種基礎研究、製品
化研究：研究テーマを未来社会像に至るシナリオの中
で位置付けて、そのシナリオから派生する具体的な課
題に幅広く研究者が参画できる体制を確立し、第 2 種
基礎研究を軸に、第 1 種基礎研究から製品化研究を
連続的・同時並行的に進める研究を「本格研究（Full 
Research）」と呼ぶ。
なお、第 1 種基礎研究は未知現象を観察、実験、理
論計算により分析して、普遍的な法則や定理を構築す
るための研究を指す。第 2 種基礎研究は複数の領域
の知識を統合して社会的価値を実現する研究を言う。
その一般性のある方法論を導き出す研究も含む。さら
に、製品化研究とは、第 1 種基礎研究、第 2 種基礎
研究および実際の経験から得た成果と知識を利用し、
新しい技術の社会での利用を具体化するための研究を
指す。

用語 1：

用語 2：
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揚」と訳される [3][4]。
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査読者との議論
議論1　全体評価
コメント（上田 完次：産業技術総合研究所）

シンセシスの科学としての構成学の確立を、実践を通して目指した
論文であり大変興味深く意義のある論文と考えます。

議論2　論文のタイトルと目的
質問・コメント（上田 完次）

この論文の目的は、研究成果を社会につなげるための構成学を目
指す（副タイトル）ために、Synthesiology の掲載論文における構成
方法の分析（主タイトル）を行うと理解できます。既存論文のアナリ
シス（という方法）により、構成学という新しい“学”をシンセシス（創
出という目的）する、すなわち、この論文のポジショニングは、「シン
セシス by アナリシス」であると理解してよろしいでしょうか。もし、
そうであれば、そのように言及するのがよいと思われます。

回答（小林 直人）
とても明確な示唆を有難うございます。ご指摘のとおりで、この論

文の目標は副タイトルにある「新たな構成学を目指す」ことにあります
が、そのために主タイトルの「構成方法の分析」を行ったと理解いた
だければと思います。その意味では、まさに「シンセシス by アナリ
シス」であると言うことができます。その趣旨を、第 1 章の最後に付
け加えました。

議論3　「統合」と「構成」：用語の定義と使い方
コメント（小野 晃：産業技術総合研究所）

シンセシオロジーでは「統合」と「構成」は中心的な概念となって
います。これら二つの用語はこの論文でも多く用いられていますの
で、定義と使い分けについてコメントします。
「統合」と言うときは、もともと別々であった要素を統べて一つにま

とめ合せる過程とその事実に主たる関心があります。まとめ合せた結
果どのようなものができ上がったかへの関心は従たるもののように思
えます。なお「統合する」という動詞の直接目的語には要素がきます。

一方、「構成」と言うときは、結果として出き上がったものの方に視
点があり、それがどのような構えをしており、どのような要素から成り

立っているかに主たる関心があります。他方、要素をまとめ合せる過
程への関心は従たるもののように思えます。なお「構成する」という
動詞の目的語にはでき上がったものがきます。

以上のような用語の定義でよろしければ、この論文の「統合」と「構
成」の用語の使い方を見直していただければと思います。

回答（小林 直人）
興味深いご指摘ありがとうございました。確かに「統合」は要素を

合わせていく「過程」に中心があり、一方、「構成」は、「ある目的に
向けて」「統合」と並行しつつ各要素の相互作用をより「精密に調節」
していくことと考えられます。その観点から語の使い方を見直すとと
もに「構成・統合」と言う時は順序を逆にして、「統合・構成」という
言葉に改めました。

議論4　構成要素間の関係とフラクタル構造
コメント（小野 晃）

シンセシオロジーの構成方法の 3 つの基本型が図 1 に提示されて
います。要素技術と統合技術とを関係付けるこれらの図式は、互いの
論理的関係を示しているものであり、必ずしも時間軸上の前後関係（矢
印の方向に時間が経過すること）を示しているものではないようにも
見えます。一方、図 3 の「螺旋」、図 6 の「循環」、図 9 と図 12 の「フィー
ドバック」は、時間軸上の前後関係を示す概念に見えます。

また図 2 に示されているように、技術体系は一般に多層構造になっ
ており、下位の階層での統合技術は、上位の階層にいくと改めて要
素技術として位置付けられることがあります。図 12 の「フラクタル構
造」とは、このような要素技術と統合技術の関係が事象の大小によ
らず互いに相似形で、同じ論理構造をもっていることが、また図 3 で
は小さな本格研究が螺旋的に展開して上位の階層でのより大きな本
格研究に展開することが主張されているように見えます。

筆者も以上のような見解と考えてよろしいでしょうか。

回答（小林 直人）
およそご指摘のとおりだと思います。図 1 の関係図も、時間軸上の

前後関係を表していないわけではなく、例えばブレークスルー型の場
合は、ある重要要素技術ができた後に、それに周辺技術を付け加え
て統合技術になります。ただし、その場合でも周辺技術がすでに存
在している場合もあり、「フィードバック」ほどの明確な時間的な流れ
の構造を示しているわけではありません。また、フラクタル構造はま
さにご指摘のとおりで、下位の階層での統合技術は、上位の階層に
いくと改めて要素技術として位置付けられることを示しています。さら
に本格研究の場合でも同様の構造を示していると言えましょう。

議論5　アウフヘーベン型の内容
コメント（上田 完次）

第 2 章においてアウフヘーベン型とは、二つの命題が正と反の関
係にあるとき、それを止揚する新概念を創出（合）するとされています。
しかし、科学技術での同種の課題としては、ヘーゲル哲学における
厳密な対立的矛盾の止揚というよりは、複数要素（二つに限らない）
間のコンフリクトやトレードオフ問題、全体最適化問題として扱われ
る場合も多いと思われます。基本型について、概念だけでなく、“構
造”、“要素”、“要求”、“機能”、“実体”等で説明していただければ、
読者は理解しやすいと思います。基本型について、筆者らがすでに
論じた論文があれば、文献の引用をお願いします。

回答（小林 直人）
ご指摘のとおり、ここでいうアウフヘーベン型は厳密な対立的矛盾

の止揚というよりは、複数要素間のコンフリクトやトレードオフ問題、
全体最適化問題等を含んでいます。ここで、アウフヘーベンという言
葉を使用してよいかどうか、やや迷いましたが、かなり性質が異なり、
場合によっては共存できない二つの技術の組み合わせが高度な統合
技術になった例を検討している間に思いあたりました。この論文の例
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で言えば、[5] 西井準治：高機能光学素子の低コスト製造へのチャレ
ンジ, Synthesiology, 1 (1), 24-30 (2008)）がそれにあたります。これ
はガラスモールド法とインプリント法により「構造」の統合を行ったと
考えられます。そして、この考えを発展させて、「これまで統合や構成
が困難であると考えられていた複数要素間の複雑な構成方法」とし
てやや広い意味で使用しました。また、単なる概念ではなく“構造”、“要
素”、“要求”、“機能”、“実体”等があるという意味の記述も含めて、
第 2 章に追記しました。

なお、基本型については論文としては過去に発表してはいません
が、文献 [4] のレスタ―教授との議論の中で、筆者の一人（小林）が
示したのが始まりになっています。

議論6　実際の研究における基本類型の活用
質問・コメント（小野 晃）

この論文で提示された研究の構成方法（3 類型への分類）は、実
際に研究を遂行する際に役立ってほしいと思います。その意味で、こ
の論文の 3 類型が妥当であるかどうかは、実際の研究遂行の場で有
効に活用できるかどうかで検証されるべきものと思います。図 1 から
図 9までに示されたいろいろなスキームが、研究プロジェクトの企画、
提案、体制作り、運営、評価等にどのように役に立てられそうか、
お考えがあればお聞かせください。

特に、筆者の一人である小林氏のSynthesiology の論文「研究戦
略の形成とそれに基づいた構成的な研究評価」（4 巻 1 号）を参照し
た場合、この構成方法を研究評価へ活用できる可能性はいかがでしょ
うか。

回答（小林 直人）
とても有益な示唆を有難うございます。まさに、ここで提示した構

成方法の 3 類型やその発展型が最適なものかどうかは、今後さらに
実際の研究遂行の場で有効に活用できるかどうかで検証されるべき
だと思います。一方で、これらを研究プロジェクトの企画、提案、体
制作り、運営、評価等に役立てることは可能であると考えられます。

例えば、近年イノベーションの創出を始めから意識した研究プロジェ
クトの企画・設計が求められていますが、そこでの要点は、①研究
で開発すべき要素技術や使用すべき要素技術の特性と、それらの関
係を明確にして上位の要素技術を構成し、それがさらに上位の要素
技術や統合技術に構成していくという「論理的発展構造」をあらかじ
め明確にしておくこと、②構成される統合技術を社会での試用を含む
実際的応用に供して、その結果を迅速にフィードバックして次の構成
にもっていくという「フィードバック・プロセス」の方法をあらかじめ
組み込んでおくこと、であると考えられます。その際、まさに図 1 か
ら図 9 までに示されたいろいろなスキームを念頭に活用していくこと
が可能ですし、全体的には図 12 に示された発展構造を応用すること
ができると思います。また研究提案や研究体制の場合は、要素技術
の代わりにそれぞれ「要素概念」「要素グループ」等を考えることが
できると思います。

さらに、研究評価では、研究プロジェクトを評価する際の一連の
評価プロセスへの応用が考えられます。その場合、研究成果を産み
出した構成要素群（例えば技術的な要素群やマネジメントの要素群）
を抽出して、それら自身の特性を評価するいわゆる「要素評価」を行
うこと、次にそれらの要素群の関係や時間的発展関係を分析して、
ある一定のまとまりの研究成果が産み出された過程を評価する「統合
評価」を行うこと、さらにそれらの研究成果が将来どのようなアウト
カムとして結実するか実際の応用からフィードバックして予想する「ア

ウトカムの視点からの（フィードバック）評価」を行うこと、が可能だ
と思います。今回の論文の分析の過程では、企画や評価にも今回の
構成方法が応用できるかどうかまでは考えませんでしたが、査読者の
ご指摘によりとても大きな可能性を秘めていることが分かりました。

議論7　技術分野ごとの構成方法の特徴
質問・コメント（上田 完次）

第 3 章において技術分野ごとの分析がなされ、興味深い特徴が抽
出されていますが、2 点伺います。

一つ目は、産総研の 6 つの研究分野は、一般の学問分野の定義と
は異なり、社会的（ないしは政策的）要請に特徴付けられていますの
で、外部の読者にも分かるように、また、一般的議論に展開するた
めにも、分野の定義ないしは由来を説明する必要があるのではない
でしょうか。

二つ目は、そのような分野のそもそもの特徴が、構成方法の特徴
を裏付けているのではないか、すなわち、例えば、戦略的特徴の強
い分野が戦略的選択型構成方法になっているというような、自己撞
着的な説明に陥ってはいないでしょうか。

回答（小林 直人）
第 1 点目ですが、ご指摘のとおりですので、分野の定義について

は、第 4 章の終わりに記述を追加しました。
また、第 2 点目ですが、ご指摘のとおり、標準・計測分野におい

ては、戦略的目標が明確であるために結果的に戦略的選択型構成方
法が多く採用されていることが分かりました。ただし、この方法はむ
しろ他分野（環境・エネルギー分野）の論文をいくつか検討している
間に見い出したものであり、それが標準・計測分野でも結果的に多く
見られたということだと思います。また、戦略的選択型構成の中にも
技術のブレークスルーになるものが多く含まれていることもご理解い
ただければと思います。

議論8　シナリオの仮説形成に関する事例
コメント（上田 完次）

構成学の本質の一つは、解が一意的ではないため、ありうる解候
補の提示、または有効な解に至るシナリオの仮説形成です。分析し
た各論文では、どのような仮説形成がなされたのかを論じることが
必要ではないでしょうか。

回答（小林 直人）
仮説形成をしてそれを実現し、それをもとにシナリオを明確化し、

さらに次の仮説形成によりシナリオを高度化するということを繰り返
すことによって製品化・商品化が示された例として、大場氏による「大
場光太郎：実時間全焦点顕微鏡の開発・製品化 , Synthesiology, 2 
(4), 264-275 (2009).」[45] が挙げられると思います。ここでは、初期
において開発した幾つかの有望な要素技術をもとに製品化を目指しま
した。初期においては、仮説形成として「高性能の光学顕微鏡の実
現」というやや漠然としたものでしたが、幾つかの企業と出会うこと
でフィージビリスタディを実施して試作品を完成した後に、仮説をさ
らに高度にしてそれを実現するシナリオを明確にするという過程を繰
り返しました。その過程で戦略もより明確になり、最後に商品化が実
現しました。ここで、有効な解に至るまでに数々の企業との出会いが
あったことがとても大きな意味があったと筆者が述べていますが、仮
説形成に基づく構成学の好例であると思い、この論文第 5 章であら
ためて言及しました。




